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04 主な事業戦略
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東北地域の持続的な発展に向けて新たに2つの法人営業所を開設し、

広域ネットワーク網を構築

ネットワークの拡充

（参考）最近の支店・法人営業所等の開設状況

青森支店の開設

77 NEXT CONSULTINGの設立

(シンガポール現地法人）

2022年9月

2023年8月 宇都宮法人営業所の開設

2025年1月

東京サテライトデスクの設置 シンガポール現地法人

アセアン インド

福岡法人営業所

（2025年12月開設予定）

東北地域の持続的発展

（七十七経済圏の拡大）

既存拠点網＋新たな拠点

地域間の経済交流

さいたま法人営業所

（2026年1月開設予定）

― 交通インフラ網を背景に東北地域に製造・営業拠点を構える

企業も多く、宮城・東京間の空白地帯をカバーすることで、

東北のお客さまの経営課題に対応

2025年4月

上海駐在員事務所

❐ さいたま法人営業所の開設

経済交流の活性化

❐ 福岡法人営業所の開設

― 「人」、「投資」、「情報」などを東北地域に呼び込み、マッチング等

を通じた経済交流の活性化に貢献

＜海外拠点・海外派遣先等＞
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当行の利便性向上等により、個人預金の獲得に向けた取組みを強化

預金獲得に向けた取組強化

❐ インターネット支店の開設

顧客接点の強化

❐ 77ポイントサービスの取扱開始

― 福岡法人営業所とお取引をいただく法人のお客さまの勘定店と

するほか、預金獲得の重要性が増すなか、若い世代の首都圏への

転居等による相続預金の他行流出防止に向けた非対面取引

の拡充の一環として「インターネット支店」を開設

（参考）相続預金の流出入状況（2024年度）

（当行→他行）

約170億円

（他行→当行）

約80億円

― デジタル化の進展やキャッシュレス決済の浸透が進むなか、

お客さまに当行をより身近に感じていただくとともに、お取引の

メリットを実感いただくことを目的に、新たなポイントサービスとして

「77ポイントサービス」の取扱いを開始（2026年4月予定）

ポイント名

77ポイント（通称：ななポ）

ポイント付与取引

✓ 預金残高（50万円～）
✓ ローン残高（50万円～）
✓ 給振/年金のご指定

✓ 七十七カード、77JCBデビット
のご利用（1万円～）

✓ 公共料金（電気/電話/水道）

のお支払

ポイント交換先

Vポイント

地 元
特 産 品

なな

インターネット支店

（2026年4月開設予定）

※現Oki Dokiポイント

2026年1月から変更予定

J-POINTPayPayポイント

※．上記は一例であり、今後変更となる場合あり
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❐ 経費の削減

❐ コンサルティング営業の強化

12拠点
37拠点

2021年3月末 2025年9月末

32

経営資源のリバランス等、生産性の向上を通じ、七十七グループの持続的な成長の土台を構築

生産性向上

生産性向上に向けた進捗状況

62.27%

42.37%

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
予想

店舗内店舗の実施

❐ コアOHRの推移

事務レス等による
時間創出

非対面チャネルの拡充
（非対面チャネル利用率）

約95万時間削減
      （2019年度対比）

創出時間を人員数で換算した場合

約270名創出
（業務グループのみ）

法人
38％

個人
36％

※2025年9月末時点

営業人員の創出
（渉外人員比率）

※2026年3月末目標

47.7％

51.0％

2024年3月末
2026年3月末

目標

本業にかかる
労働生産性の改善

9百万円
19百万円

2020年度 2025年度
予想

▲10億円

269億円

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
予想

❐ 顧客向けサービス業務利益（外貨調達コスト控除後）
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デジタル技術や生成AIの戦略的な活用により、銀行ビジネスのデジタル改革を推進

DXへの取組み

銀行ビジネスのデジタル改革

❐ 非対面チャネル改革

❐ 営業店改革

❐ 事務レス改革

❐ データ活用改革

❐ 行員のデジタル改革

非対面チャネル利用件数（個人）

599千先

（2020年度対比＋139.4％）

創出人員（業務グループ）

約270名

（2020年度からの累計）

非対面チャネル利用件数（法人）

31.5千先

（2020年度対比＋33.5％）

WEB投信口座の開設割合

46.3％

（2025年3月導入）

営業店事務量の削減割合

▲46％

（2019年度対比）

業務廃止・代替・デジタル化件数

72件

データ分析の案件対応件数

85件

（累計）

デジタル人材認定者数

1,680名

ITパスポート取得者数

1,688名

― 「Vision 2030」開始以降、デジタル分野に約100億円の戦略的

投資を実施

― AI等を含めたデジタル技術の活用に向け、デジタル戦略についても

       「Vision 2030」と合わせて見直しを予定

データ分析企画・事務

照会業務

営業店業務

Phase1(現在）

行内外情報連携

― 内部・外部情報と連携して回答を生成

AIエージェント

―  目的を指示することで自律的に業務を完遂

生成AIの基本機能＋データ分析

― 具体的な作業指示に基づき回答を作成

Phase2

Phase3

RAG技術を活用した事務手続等の検索・

照会可能な機能を開発中

実績一例

✓ 実績集計効率化

✓ 営業店舗の位置変更にかかる

影響調査

❐ 生成AIの活用状況

❐ デジタル戦略の見直し

※．2025年9月末実績

業務効率化効果
2026年3月末見込

約10千時間
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地域が抱える課題の解決に向け、新たなビジネスへの参入を検討

地域課題の解決

新規業務の開始

地方創生の
三大要素

ひと
が住む

まち
が整備される

しごと
を創る

「豊かな」
生活環境

「新しい東北・
楽しい東北」

魅力的な街が増える
（市街地の大規模開発 等 ）

新たな雇用が創出される

若者が多い
（定着、U・I・Jターン）

みんなが住みやすい
（仕事がある、

出会いの機会がある）

魅力的な企業が多い

地域に多くの人が訪れる
（観光振興、インバウンド体制）

地域に強い絆が
           生まれている
（産・学・官・金）

「強い」
地域経済

最先端の技術研究所がある

77Mobility（ななもび）

❐ カーシェアリング事業および駐車場管理事業に

かかる実証実験の開始

― タイムズ24株式会社、タイムズモビリティ株式会社と連携

し、カーシェアリング事業および駐車場管理事業の実証

       実験を開始（2025年12月）

人手不足等を要因とした地域の

二次交通の維持

※．二次交通：駅や空港から観光地等の目的地までの交通手段

地域課題

市街地や観光地の回遊性向上に向け、店舗

駐車場等を活用した交通インフラの補完、

移動手段の提供を通じ、地域の成長を支援

当行の対応
77Park（ななパーク）

カーシェアリング事業

駐車場管理事業

銀行業として全国初

当行の店舗駐車場等にカーシェアリング拠点を設置、運営・管理

※．「タイムズカー」アプリやサイト等から予約・利用が可能

当行の一部店舗の有料駐車場を運営・管理

サービス名

サービス名
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戦略毎のKPIを掲げ、人的資本経営の取組みを強化

人的資本経営

人的資本経営への取組み

人材戦略（戦略毎にKPIを設定のうえ進捗状況を管理）

顧客・地域に役立つ人材 企業変革に資する人材 働きやすい職場環境 働きがいのある職場環境

人材像 組織像
なりたい姿

Ⅰ．人材ポートフォリオ戦略
ー人員計画・採用計画ー

Ⅱ．人材育成戦略
ー研修計画ー

Ⅲ．多様性推進戦略
ーダイバーシティ推進計画ー

Ⅳ．ウェルビーイング推進戦略
ー福利厚生計画ー

49.1％ 51.0％

渉外人員比率

左円：2025年度中間期実績 右円：2025年度目標

13.3％ 23.0％

キャリア採用比率

60千円 146千円

1人あたりの研修費用

74名 150名

リスキリング研修受講者数

20.4％ 21.0％

女性管理職比率

2.6％
2.7％
以上

障がい者雇用率

98.7％
98.5％

以上

持株会加入率

75.6％
75.0%

以上

年次有給休暇取得率
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円貨債券 外貨債券 投資信託 株式 金銭の信託 全体

有価証券運用については、第2の収益の柱として態勢面等を含め適切な運用を実施

36

有価証券

資金証券部（30名）(フロント部門)

市場企画課
運用方針の企画・立案等

証券課
投資有価証券の運用等

市場営業課
市場性資金の調達・運用等

市場国際部

（市場事務課）

（6名）

(バック部門)

❐ 有価証券運用態勢

リスク統轄部

（15名）

(ミドル部門)

23.5%
12名/51名

女性行員の割合
外部トレーニー
経験者の割合

21.6％
11/51名

13.7%
7名/51名

若手(20代)
行員の割合

有価証券運用の実績等
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円貨債券 外貨債券 投資信託 株式 金銭の信託

（単位：億円） （単位：億円）
❐ 有価証券運用残高（簿価）の推移 ❐ 有価証券評価損益の推移
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サステナビリティ

移行計画の策定

地域の脱炭素社会の実現に向けた取組強化により、ステークホルダーの持続的成長に貢献

❐ 「2050年Scope1,2,3ネットゼロ実現」に向けた取組み

― 移行計画を「脱炭素社会の実現に向けたトランジション戦略」と

定義し、気候変動対応にかかる事業戦略と位置づけ

― 移行計画の実行を通じ、お客さま・地域の脱炭素を牽引し、

ステークホルダーの持続的成長に貢献

― 七十七グループの気候変動にかかるリスク低減とトランジションに

       伴う機会創出を図る

❐ エンゲージメント実施状況

2050年Scope1,2,3ネットゼロ実現

ステークホルダーの

持続的成長

気候変動リスク

低減

トランジションに伴う

機会創出

エンゲージメントを通じた

取組促進

投融資ポートフォリオ

のリスク低減

脱炭素ニーズの

推進・取込み

エンゲージメント戦略
実行戦略

ガバナンス

実行戦略

エンゲージメント戦略

目

的

対

応

【脱炭素の取組状況】

既に取り組んでいる
32％

取組みを検討している
24％

まだ取り組んでいない
41％

取り組む意向はない
3％

【経営課題としての優先度】

【脱炭素が自社に及ぼす影響】

非常に大きい
12％

どちらかといえば
大きい
44％

どちらかといえば
小さい
36％

非常に小さい
8％

算定済
8％

算定していない
92％

【自社のGHG排出量算定】

宮城県内FE（Scope3カテゴリー15）上位先とのエンゲージメントを実施

優先度は高くない
44％

現時点で課題と
認識していない

26％

優先度の高い
経営課題

30％

自社の排出量算定、把握、取組意識の醸成が課題

継続的なエンゲージメントやソリューションメニューの

提供により脱炭素社会に貢献


	スライド 29
	スライド 30
	スライド 31
	スライド 32
	スライド 33
	スライド 34
	スライド 35
	スライド 36
	スライド 37

